
株式会社Ａ＆Ｄホロンホールディングス

証券コード 7745

第49回

定時株主総会

招 集 ご 通 知
日時 2026年６月25日（木曜日）

午前10時30分

（受付開始予定時刻：午前９時30分）

東京都豊島区東池袋三丁目１番３号

サンシャインシティ

ワールドインポートマート

５階コンファレンスルーム

ルーム４
(末尾の「会場のご案内」をご参照下さい。)

場所

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役７名選任の件

第３号議案 監査役１名選任の件
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証券コード 7745
2026年６月９日

（電子提供措置の開始日 2026年６月３日)

株 主 各 位
東 京 都 豊 島 区 東 池 袋 三 丁 目 23 番 14 号
株式会社Ａ＆Ｄホロンホールディングス
代 表 取 締 役 森 島 泰 信

第49回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第49回定時株主総会を後記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げ

ます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウ

ェブサイトに「第49回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載してお

ります。

当社ウェブサイト

https://andholon.com/ir/event/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、銘柄名（会社名）に「Ａ＆Ｄホロンホールディン

グス」又は証券コードに「7745」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR 情報」を

順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、書面またはインターネット等によって議決権を行使する場合には、お手数ながら、2026

年６月24日（水曜日）午後５時15分（営業時間の終了時）までに議決権を行使下さいますようお

願い申し上げます。

敬 具
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記

1. 日 時 2026年６月25日（木曜日）午前10時30分
(受付開始予定時刻：午前９時30分)

2. 場 所 東京都豊島区東池袋三丁目１番３号
サンシャインシティ ワールドインポートマート
５階コンファレンスルーム ルーム４
(末尾の「会場のご案内」をご参照下さい。)

3. 会議の目的事項
報 告 事 項 1. 第49期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報告、連

結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結
果報告の件

2. 第49期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類報告
の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件

以 上

・電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させ
ていただきます。

・ご送付している書面は、書面交付請求に基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねております。
なお、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、下記の事項を除いております。従って、当該
書面は監査報告を作成するに際し、監査役及び会計監査人が監査をした書類の一部でありま
す。
・会計監査人の状況
・業務の適正を確保するための体制
・連結株主資本等変動計算書
・連結注記表
・株主資本等変動計算書
・個別注記表
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議決権行使についてのご案内

下記のいずれかの方法により議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

議案の詳細は電子提供措置事項に掲載の「株主総会参考書類」をご参照ください。

株主総会に

ご出席する方法

同封の議決権行使書用紙を

会場受付へご提出ください。

書面で議決権を

行使する方法

同封の議決権行使書用紙に議

案に対する賛否を表示の上、

2026年６月24日（水）午後

５時15分までに到着するよ

うご返送ください。

インターネット等で

議決権行使する方法

次ページの案内に従って、

議案に対する賛否をご入力

ください。

行使期限は2026年６月24日

（水）午後５時15分です。

●インターネットと書面により重複して議決権を行使された場合はインターネットによる議決権

行使の内容を有効として取り扱わせていただきます。

●インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有

効として取り扱わせていただきます。

●議決権行使書に議案に対する賛否が表示されていない場合は、賛成の意思表示をされたものと

して取り扱わせていただきます。
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議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権

行使ウェブサイトにログインすることができます。

1 議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。

※「QR コード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

2 以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

「スマート行使」の議決権行使は 1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが

PC 向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の

「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、

再度議決権行使をお願いいたします。

※QR コードを再度読取っていただくと、PC 向けサイトへ

遷移できます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

1 議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

「次へすすむ」をクリック

2 議決権行使書用紙に記載された

「議決権行使コード」をご入力ください。

「議決権行使コード」

を入力

「次へ」をクリック

3 議決権行使書用紙に記載された

「パスワード」をご入力ください。

「初期パスワード」

を入力

実際にご使用になる

新しいパスワードを

設定してください

「登録」をクリック

4 以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。
※パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ、使用できなくなり

ます。ロックされた場合、画面の案内に従ってお手続きください。

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォンの操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行 証券代行部 インターネットヘルプダイヤル

0120-768-524
（年末年始を除く 午前９時～午後９時）

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号 ○○○○○○○○ 議決権の XX 個

スマートフォン用

ウェブサイト

ログインQRコード

1.

2.

3.

○○○○○○○

線
取
切

○○○○

○○○○○○○

××××年 ×月××日

議決権行使

4.線
取

）
（

切

見本

見本
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株主総会参考書類
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第１号議案 剰余金の処分の件

当期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案し、下記のとおり

といたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金３０円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は831,750,630円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2026年６月26日といたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役７名選任の件

本総会終結のときをもって、取締役全員（７名）は任期満了となりますので、取締役７名の選

任をお願いしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏名 属性 現在の当社における地位 取締役会出席回数

１
もり しま やす のぶ

森 島 泰 信 再任 代表取締役執行役員社長
17回／17回

（100％）

２
ちょう こう

張 皓 再任 取締役執行役員副社長
16回／17回

（94.1％）

３
たか はし こう じ

高 橋 浩 二 再任 取締役常務執行役員
17回／17回

（100％）

４
だい しょう やす ひろ

大 聖 泰 弘 再任
社外

独立役員
取締役

16回／17回

（94.1％）

５
しげ みつ ふみ あき

重 光 文 明 再任
社外

独立役員
取締役

16回／17回

（94.1％）

６
る で ぃ ー かず こ

ルディー和子 再任
社外

独立役員
取締役

17回／17回

（100％）

７
かみ で くに お

上 出 邦 郎 再任
社外

独立役員
取締役

14回／14回
（100％）

（注) 上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款第26条の規定に基づき、取締役会の決
議があったものとみなす書面決議が１回ありました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
(重 要 な 兼 職 の 状 況)

所有する当社
株 式 の 数

１
森
もり

島
しま

泰
やす

信
のぶ

(1947年９月１日生)

1977年５月 当社入社

1988年７月 当社取締役

1997年６月 当社営業本部長

2006年６月 当社常務執行役員

2016年６月 当社代表取締役専務執行役員

2016年７月 当社代表取締役執行役員社長（現任）

2022年４月 ㈱エー・アンド・デイ 代表取締役（現任）

247,500株

２
張
ちょう

皓
こう

(1960年７月21日生)

1997年４月 ㈱ホロン入社

2009年５月 同社中国台湾事業推進室部長

2011年６月 同社取締役営業部長

2013年６月 同社取締役営業統括部長

2016年６月 同社常務取締役営業担当

2018年４月 同社代表取締役社長（現任）

2021年６月 当社取締役

2022年６月 当社取締役執行役員副社長（現任）

14,400株

３
高
たか

橋
はし

浩
こう

二
じ

(1960年７月27日生)

1984年４月 ㈱足利銀行入行

2015年４月 当社入社

2015年５月 当社管理本部経営管理部長

2017年４月 当社総合戦略企画室長

2019年６月 当社執行役員

2021年６月 当社上席執行役員

2022年６月 当社取締役上席執行役員

2022年６月 ㈱エー・アンド・デイ 取締役（現任）

2023年４月 当社管理本部長兼総合戦略企画室担当

2024年４月 当社事業管理部長兼経営企画部担当兼総務部担

当兼経理部担当（現任）

2025年６月 当社取締役常務執行役員（現任）

-株

４
大
だい

聖
しょう

泰
やす

弘
ひろ

(1946年12月７日生)

1985年４月 早稲田大学理工学部教授

2017年５月 同大学理工学部名誉教授（現任）

2018年６月 当社取締役（現任）

-株
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
(重 要 な 兼 職 の 状 況)

所有する当社
株 式 の 数

５
重
しげ

光
みつ

文
ふみ

明
あき

(1957年10月27日生)

1982年４月 ㈱東芝入社

2008年７月 アドバンスドマスクインスペクションテクノロ

ジー㈱ 社外取締役

2010年１月 ㈱ニューフレアテクノロジー入社

2011年７月 同社 代表取締役社長

2013年５月 日本半導体製造装置協会(SEAJ) 監事

2017年７月 東芝デバイス＆ストレージ㈱ 常勤監査役

2022年６月 当社取締役（現任）

2022年６月 ㈱ホロン 監査役（現任）

-株

６

ルディ
る で ぃ

ー
ー

和子
かず こ

(本名：桐山 和子)

(1948年10月10日生)

1972年９月 シカゴ大学会計監査室

1976年８月 エスティローダ㈱ＰＲマネージャー

1978年11月 同社マーケティングマネージャー

1980年３月 タイム・インク タイムライフブック部門ダイ

レクトマーケティング本部長

1983年12月 ウィトン・アクトン㈲（現ウィトン・アクトン

㈱）代表取締役（現任）

2011年６月 日本ダイレクトマーケティング学会副会長

2013年４月 立命館大学大学院経営管理研究科教授

2014年５月 ㈱セブン＆アイ・ホールディングス社外監査役

2015年６月 トッパン・フォームズ㈱社外取締役

2016年４月 立命館大学大学院経営管理研究科客員教授

2019年５月 ㈱セブン＆アイ・ホールディングス社外取締役

2023年６月 当社取締役（現任）

-株
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
(重 要 な 兼 職 の 状 況)

所有する当社
株 式 の 数

７

上
かみ

出
で

邦
くに

郎
お

(1949年６月28日生)

1973年４月 日本電子㈱入社

1998年12月 同社半導体事業本部 半導体・エレクトロニク

ス営業本部 部長

2001年４月 同社半導体事業本部 半導体・エレクトロニク

ス営業本部長

2006年６月 同社執行役員

2011年６月 同社顧問（半導体関連）（現任）

兼 捷歐股份有限公司（台湾）董事長

兼 捷伊欧半体易有限公司（中国）董事長

2019年６月 捷歐股份有限公司（台湾）顧問（現任）

2021年９月 レーザーテック㈱社外取締役

2025年６月 当社取締役（現任）

-株

（注) １．森島泰信氏は当社の子会社である㈱エー・アンド・デイの代表取締役を、高橋浩二氏は同社の取締役
を兼務しております。また、張皓氏は当社の子会社である㈱ホロンの代表取締役社長を、重光文明氏
は同社の監査役を兼務しております。その他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありませ
ん。

２．重光文明氏は2026年６月に㈱ホロン監査役を退任予定です。
３．当社は、取締役及び監査役を被保険者として、役員等賠償責任保険（以下、「Ｄ＆Ｏ保険」という）

契約を締結しており、取締役等が業務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害等を填補す
ることとしております。各候補者が取締役に選任され就任した場合、いずれの取締役もＤ＆Ｏ保険の
被保険者となる予定であります。Ｄ＆Ｏ保険の契約期間は、１年間であり、当該期間の満了前に取締
役会において決議のうえ、これを更新する予定であります。

４．社外取締役候補者の選任理由、社外取締役としての独立性及び責任限定契約について
(1) 社外取締役候補者の選任理由、期待される役割及び独立性
① 候補者大聖泰弘氏は、社外取締役候補者であります。なお、同氏は東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員として同取引所に届け出ております。

② 同氏につきましては、早稲田大学理工学部名誉教授として自動車の環境・エネルギー問題とモビ
リティに関する研究に携わっており、当社が行っている自動車開発支援のための計測・制御・シミ
ュレーションシステム事業に関し、専門家としての豊富な経験と幅広い見識を活かし、当社の経営
全般に助言を頂戴することによりコーポレート・ガバナンス強化に寄与していただくため、社外取
締役として選任をお願いするものであります。

③ 候補者重光文明氏は、社外取締役候補者であります。なお、同氏は東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員として同取引所に届け出ております。

④ 同氏につきましては、長年に亘る事業会社における経営者としての豊富な経験と幅広い見識をも
とに、当社の経営を監督していただくとともに、当社が行っている半導体関連事業に関し、専門家
としての豊富な経験と幅広い見識を活かし、当社の経営全般に助言を頂戴することによりコーポレ
ート・ガバナンス強化に寄与していただくため、社外取締役として選任をお願いするものでありま
す。

2026年05月25日 20時26分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 10 ―

⑤ 候補者ルディー和子氏は、社外取締役候補者であります。なお、同氏は東京証券取引所の定めに
基づく独立役員として同取引所に届け出ております。

⑥ 同氏につきましては、海外でのビジネス経験もあり、マーケティング論の専門家としての豊富な
経験と幅広い見識を活かし、当社の経営全般に助言を頂戴することによりコーポレート・ガバナン
ス強化に寄与していただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

⑦ 候補者上出邦郎氏は、社外取締役候補者であります。なお、同氏は東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員として同取引所に届け出ております。

⑧ 同氏につきましては、長年に亘る事業会社における豊富な経験と幅広い見識をもとに、当社の経
営を監督していただくとともに、当社が行っている半導体関連事業に関し、専門家としての豊富な
経験と幅広い見識を活かし、当社の経営全般に助言を頂戴することによりコーポレート・ガバナン
ス強化に寄与していただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

⑨ 大聖泰弘、ルディー和子及び上出邦郎の３氏は、当社又は当社の子会社の業務執行者又は役員
（業務執行者であった者を除く）であったことはありません。

⑩ ３氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員（業務執行者であった者を除く）では
なく、また過去１０年間に当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員であったこともありま
せん。

⑪ ３氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定はなく、また
過去２年間に受けていたこともありません。

⑫ 大聖泰弘、重光文明、ルディー和子及び上出邦郎の４氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業
務執行者又は役員（業務執行者であった者を除く）の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ず
る者ではありません。

(2) 社外取締役としての職務を適切に遂行することができると判断する理由について
候補者大聖泰弘氏は、大学教授としての高い専門知識に加え、様々な研究プロジェクトを指揮さ

れた豊富な経験と幅広い見識を有しておられることから、社外取締役としての職務を適切に遂行い
ただけるものと判断しております。なお、同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結のときを
もって８年となります。
候補者重光文明氏は、企業経営者としての豊富な経験から企業経営を統括する十分な見識を有し

ておられることから、社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。
また、同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結のときをもって４年となります。

候補者ルディー和子氏は、海外でのビジネス経験もあり、マーケティング論の専門家としての豊
富な経験と幅広い見識を有しておられることから、社外取締役としての職務を適切に遂行いただけ
るものと判断しております。また、同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結のときをもって
３年となります。
候補者上出邦郎氏は、事業会社における豊富な経験および海外事業に関する知見から企業経営を

統括する十分な見識を有しておられることから、社外取締役としての職務を適切に遂行いただける
ものと判断しております。また、同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結のときをもって１
年となります。

(3) 社外取締役との責任限定契約について
当社と候補者大聖泰弘、重光文明、ルディー和子及び上出邦郎の４氏は、会社法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、同法第
425条第１項に定める最低責任限度額であります。４氏の再任が承認された場合、当社は４氏との
間で上記責任限定契約を継続する予定であります。
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第３号議案 監査役１名選任の件

本総会終結のときをもって、監査役相良康博氏は任期が満了となりますので、監査役１名の選

任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位
(重 要 な 兼 職 の 状 況)

所有する当社
株 式 の 数

岩
いわ

永
なが

克
かつ

也
や

(1965年11月18日生)

1988年４月 株式会社協和銀行（現株式会社りそな銀行）入行

2019年４月 株式会社みなと銀行執行役員

2020年10月 株式会社関西みらい銀行執行役員

2020年10月 株式会社関西みらいフィナンシャルグループ

（現株式会社りそなホールディングス）執行役員

2024年４月 りそな決済サービス株式会社常務取締役

2026年４月 株式会社エー・アンド・デイ 顧問（現任）

-株

（注) １．岩永克也氏は当社の子会社である㈱エー・アンド・デイおよび㈱ホロンの監査役に就任する予定で
す。

２．当社は、取締役及び監査役を被保険者として、役員等賠償責任保険（以下、「Ｄ＆Ｏ」保険という）
契約を締結しており、取締役等が業務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害等を填補す
ることとしております。候補者が監査役に選任され就任した場合、Ｄ＆Ｏ保険の被保険者となる予定
であります。Ｄ＆Ｏ保険の契約期間は、１年間であり、当該期間の満了前に取締役会において決議の
うえ、これを更新する予定であります。
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【ご参考】

定時株主総会後の取締役及び監査役のスキルマトリクス

氏 名 地 位

期待する専門性・経歴

企業経営 技術開発
営業・
マーケテ
ィング

グローバル
ビジネス

人事・
労務

環境・
社会

法務・
コンプラ
イアンス

財務・
会計

森島泰信
代表取締役

執行役員社長
〇 〇 〇

張 皓
取締役

執行役員副社長
〇 〇 〇

高橋浩二
取締役

常務執行役員
〇 〇 〇 〇

大聖泰弘 社外取締役 〇 〇 〇

重光文明 社外取締役 〇 〇 〇 〇

ルディー和子 社外取締役 〇 〇 〇

上出邦郎 社外取締役 〇 〇 〇

岩永克也 常勤監査役 〇 〇 〇

近藤直生 社外監査役 〇 〇 〇

小林茂夫 社外監査役 〇 〇 〇

以 上
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1. 企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①事業の経過及び成果

当連結会計年度における世界経済は、主要国においてインフレ率の低下傾向がみられ、金

融政策面でも引締め局面の終息が意識されるなか、総じて底堅く推移しました。一方で、ウ

クライナ情勢の長期化や中東地域の緊張の高まりに伴う地政学リスクのほか、米国における

金融・通商政策を巡る不確実性、中国経済の成長鈍化などにより、依然として先行きに対す

る不透明感が強い状況が続いております。

このような状況のもと、当社では当期を初年度とする中期経営計画（2025年度～2027年

度）に基づき、各事業の戦略およびグループ機能強化のための施策を推進してまいりまし

た。

半導体関連事業は、中期的な需要拡大基調に変化はないものの、前期までの旺盛な需要の

反動により当期は調整局面に入り、その影響を受けて減収減益となりました。計測・計量機

器事業は、米国においてEV関連の事業環境変化や関税の影響から厳しい状況が続いたもの

の、日本での安定した収益確保が下支えとなり、増収増益となりました。医療・健康機器事

業は、海外での堅調な需要や為替の影響によって増収となりました。営業利益は米国関税に

よるコスト増の影響を受けたものの、価格適正化や生産性向上の効果により概ね前年並みの

水準を維持しました。

この結果、当連結会計年度の売上高は69,326百万円（前連結会計年度比3.3％増）、営業利

益は9,209百万円（前連結会計年度比4.5％増）、経常利益は9,470百万円（前連結会計年度比

5.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は5,923百万円（前連結会計年度比8.4％減）と

なりました。

なお、このたび、当社韓国の連結子会社A&D SCALES CO., LTD.において、資金管理上不適

切な支出が行われていた事案が判明したことから、当期業績に与える損害額243百万円を特

別損失として計上いたしました。株主・投資家の皆さまをはじめ、関係者の皆さまには、多

大なるご迷惑とご心配をおかけしましたことを、心よりお詫び申し上げます。今後は、再発

防止策の策定およびその徹底を図るとともに、グループ全体での管理体制を強化してまいり

ます。
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売上高 693億 26百万円

（前期比3.3％増）

営業利益 92億 09百万円

（前期比4.5％増）

経常利益 94億 70百万円

（前期比5.8％増）

親会社株主

に帰属する

当期純利益

59億 23百万円

（前期比8.4％減）
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11,114 3,628
12,295

第48期 第49期
（当期）

第48期 第49期
（当期）

単位：百万円

売上高構成比 売上高

16.0％

4,124

営業利益

単位：百万円

31,545 3,387
30,665

第48期 第49期
（当期）

第48期 第49期
（当期）

単位：百万円

売上高構成比 売上高

45.5％

2,704

営業利益

単位：百万円
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セグメントごとの業績は下記のとおりです。

半導体関連事業

当期においては、市場環境および顧客ごとの需要動向にばらつきが見られるなか、一部顧客

における先行需要の反動減の影響が大きく売上は減少しました。利益面でも、製品構成の変化

に加え、サービス業務拡大に向けた先行投資の増加も影響し減少しました。

この結果、半導体関連事業の売上高は11,114百万円(前連結会計年度比9.6％減)、営業利益

は3,628百万円(前連結会計年度比12.0％減)となりました。

計測・計量機器事業

日本においては、計量機器の堅調な需要に加え、DSP機器の大口案件も寄与し売上は増加し
ました。利益面においても、売上増に伴う生産性向上に加え、DSP機器の収益改善策が通期に
わたって奏功したことで増加しました。
米州では、計量機器の需要は堅調でしたが、一方でEVを取り巻く政策・市場環境の変化を受

けた設備投資抑制や関税によるコスト増などの影響により、売上・利益ともに減少しました。
アジア・オセアニアにおいては、韓国での計量機器需要は低迷が続いているものの、中国や
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26,667
4,009

第48期 第49期
（当期）

第48期 第49期
（当期）

単位：百万円

売上高構成比 売上高

38.5％

24,122 4,106

営業利益

単位：百万円

― 16 ―

インドでの同機器の需要が好調に推移したことで、売上・利益ともに増加しました。

この結果、計測・計量機器事業の売上高は31,545百万円(前連結会計年度比2.9％増)、営業

利益は3,387百万円(前連結会計年度比25.2％増)となりました。

医療・健康機器事業

日本においては、医科向け計量器の需要低迷や海外向け製品の商流変更により実績の一部が

他地域で計上された影響から売上は減少しました。一方、利益面では海外向け製品の出荷数量

増加に伴う生産性向上などによって前期並みを確保しました。

米州においては、医療機器の大口顧客向け実績が大きく伸長したことに加え、健康機器にお

ける医療DX対応製品や販売チャネルの拡大によって売上は増加しました。一方、利益は関税お

よび販売活動強化に伴うコスト増が影響し減少しました。

欧州においては、日本からの商流変更および為替の影響により円換算後の売上が大きく増加

しました。利益面では、販売活動強化に伴うコスト増を価格適正化による収益性改善などでカ

バーし増加しました。

この結果、医療・健康機器事業の売上高は26,667百万円(前連結会計年度比10.5％増)、営業

利益は4,009百万円(前連結会計年度比2.4％減)となりました。
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② 設備投資の状況

当連結会計年度における設備投資額は、総額で3,797百万円であり、主なものは株式会

社ホロンの新工場建設のための設備投資2,180百万円であります。

また、ソフトウェアの取得のために総額で479百万円の投資を行いました。

③ 資金調達の状況

重要な該当事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤ 事業の譲受けの状況

重要な該当事項はありません。

⑥ 吸収合併及び吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

2025年４月１日付で、A&D ENGINEERING, INC.を存続会社、A&D Technology Inc.を消滅

会社とする吸収合併を行っております。

⑦ 他の会社の株式その他持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
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69,326 9,470

5,923 75,277

49,577

2023年度 2023年度

2024年度

2022年度

2023年度

2022年度

2023年度

59,028 61,955
7,643

8,240

2024年度 2024年度

2025年度2025年度

67,083

2022年度

69,418

32,574

71,986

37,762

2024年度

69,005

42,797

8,954

2022年度

5,524 5,299

6,468

2025年度 2025年度

売上高 （単位：百万円）■ ■ 経常利益 （単位：百万円）

総資産／純資産 （単位：百万円）■■ 親会社株主に帰属する当期純利益 （単位：百万円）
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(2) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第 46 期

(2022年度)

第 47 期

(2023年度)

第 48 期

(2024年度)

第 49 期

(当連結会計年度)

(2025年度)

売 上 高(百万円) 59,028 61,955 67,083 69,326

経 常 利 益(百万円) 7,643 8,240 8,954 9,470

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 5,524 5,299 6,468 5,923

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 201.33 192.91 235.63 216.33

総 資 産(百万円) 69,418 71,986 69,005 75,277

純 資 産(百万円) 32,574 37,762 42,797 49,577

（注） 1.１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数により算出しております。
なお、株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり当
期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況（2026年３月31日現在）

会 社 名 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社エー・アンド・デイ 50,000千円 100.0％
電子計測器、産業用重量計、電子天び
ん、医療用電子機器、試験機 その他
電子応用機器の研究開発、製造、販売

株 式 会 社 ホ ロ ン 1,764,024千円 100.0％
電子ビームフォトマスクパターン寸法
測定装置等の開発、製造、販売

株式会社A&Dマニュファクチャリング 81,800千円
100.0％

(100.0％)

電子計測器、産業用重量計、電子天び
ん、医療用電子機器、試験機 その他
電子応用機器の製造

株 式 会 社 ベ ス ト 測 器 20,000千円
100.0％

(100.0％)
環境計測機器の開発、製造、販売

A&D ENGINEERING, INC. 200千米ドル
100.0％

(100.0％)
当社製品の販売（米国）

愛安徳電子（深圳）有限公司 45,000千香港ドル
100.0％

(100.0％)
電子血圧計及び計量機器の製造

A&D RUS CO., LTD. 505,247千露ルーブル
100.0％

(100.0％)
当社製品の販売（ロシア）

(注) 1. 上記の重要な子会社を含め、連結子会社は17社であります。当連結会計年度の連結業績は、「事業の
経過及び成果」に記載のとおりであります。

2. 出資比率欄の（内書）は間接所有であります。
3. 当事業年度末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。

会 社 名 住 所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額

株式会社エー・アンド・デイ
東京都豊島区東池袋

三丁目23番14号
22,499百万円

37,881百万円

株 式 会 社 ホ ロ ン
東京都立川市上砂町

五丁目40番地の1
8,102百万円
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(4) 対処すべき課題
当社グループを取り巻く経営環境は、地政学リスクの継続や金融・通商政策を巡る不確実

性、中国経済の成長鈍化などに加え、半導体関連市場における需要調整、EV関連投資の鈍
化、米国関税によるコスト上昇等により、変化が激しく不透明な状況が続いております。

このような環境のもと、当社グループは長期ビジョンの実現に向けたSTEP1としての中期
経営計画（2025年度～2027年度）を推進してまいりました。しかしながら、直近の世界経済
の動向および事業環境の変化が業績に与える影響を踏まえ、2026年度以降の計画数値および
キャッシュアロケーション方針の最適化による見直しを行うことといたしました。

中期経営計画の基本テーマや成長戦略の方向性は維持しつつ、収益性改善施策の推進と重
点領域への投資を着実に実行することで、修正後計画の確実な達成を図ってまいります。
中期経営計画の基本戦略および経営指標は以下のとおりです。

＜基本戦略＞
① グローバルマーケティング機能の構築
② グローバル展開加速と事業ポートフォリオを意識した成長の実現
③ 事業成長を支える研究開発/生産機能の強化
④ 事業ポートフォリオマネジメントの運用
⑤ 環境変化に順応するサステナビリティ経営の実装

＜修正後 経営指標（2027年度）＞
① 売上高 755億円
② 営業利益 99億円
③ 営業利益率 13.1％

＜キャッシュアロケーション方針＞
当社グループは、持続的成長と資本効率の向上を両立する観点から、成長投資および株主

還元のバランスを重視したキャッシュアロケーション方針のもと、資本政策を推進してまい
ります。

成長投資、戦略投資につきましては、競争力強化および付加価値向上に資する領域に重点
的に配分するとともに、投資の優先順位および実行時期の見直しを行い、より効率的かつ機
動的に進めてまいります。

また、株主還元につきましては、当初計画における2027年度の配当性向30%の方針を1年前
倒しで実施し、これを維持することといたしました。加えて、配当を含めた機動的な株主還
元により、当計画期間累計60億円以上の株主還元を目指すことといたしました。

当社グループは、これらの施策を着実に推進することで、環境変化に適応しつつ中長期的
な成長軌道への回帰を図り、持続的な企業価値の向上を目指してまいります。
また、当社連結子会社における計量法違反事案（2025年9月30日公表）に加え、2026年4月

には海外連結子会社において、資金管理上不適切な支出が行われていた事案が判明いたしま
した。株主の皆様に多大なるご心配をおかけしておりますことを深くお詫び申し上げます。

計量法違反事案につきましては、業務改善委員会の管理・監督のもと、対象機器の適切な
処置等の是正対応を進めるとともに、コンプライアンス研修および計量法に関する教育の実
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施により、法令遵守体制の徹底を図っております。
資金管理上不適切な支出が行われていた事案につきましては、2026年3月期の業績に与え

る損害額を特別損失として計上いたしました。 本件を踏まえ、当社グループといたしまし
ては、全社的な調査を実施するとともに、再発防止策の策定およびその徹底を図ってまいり
ます。

これらの事案を重く受け止め、内部統制およびガバナンスの一層の強化を図り、信頼回復
に努めてまいります。
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(5) 主要な事業内容（2026年３月31日現在）

当社グループは、下記製品の製造及び販売を行っております。

セ グ メ ン ト 主 要 製 品

半 導 体 関 連 A/D・D/A変換器、電子銃、電子ビームフォトマスクパターン寸法測定装置等

計 測 ・ 計 量 機 器

＜計測機器＞
計測・制御・シミュレーションシステム、音・振動解析装置、材料試験機、粘弾性試
験機、摩擦磨耗試験機、油圧試験装置、排ガス計測機器、粘度計、超音波深傷器
＜計量機器＞
分析用電子天秤、汎用電子天秤、台秤、個数計、インジケータ、ロードセル、ウェイ
トチェッカ、金属検出機、Ｘ線検査機、トラックスケール、バッチャースケール、計
量システム、工業計測機器

医 療 ・ 健 康 機 器 家庭用及び医科用電子血圧計、医療用計量器、健康関連機器

(6) 主要な事業所（2026年３月31日現在）

株式会社Ａ＆Ｄホロンホールディングス 本 社 東京都豊島区

株 式 会 社 エ ー ・ ア ン ド ・ デ イ

本 社 東京都豊島区

営 業 所 横浜市、名古屋市、大阪市、広島市、福岡市

事 業 所 岐阜県多治見市

開発・技術センター 埼玉県北本市

株 式 会 社 ホ ロ ン 本 社 東京都立川市

株式会社Ａ＆Ｄマニュファクチャリング 本 社 茨城県下妻市

株 式 会 社 ベ ス ト 測 器 本 社 京都府八幡市

A&D ENGINEERING, INC. 本 社 アメリカ合衆国

A&D Australasia Pty Ltd 本 社 オーストラリア

A&D INSTRUMENTS LIMITED 本 社 イギリス

A&D KOREA Limited 本 社 韓国

A&D SCALES CO., LTD. 本 社 韓国

愛 安 徳 電 子 （深 圳） 有 限 公 司 本 社 中国

A&D RUS CO., LTD. 本 社 ロシア連邦

愛安徳技研貿易（上海）有限公司 本 社 中国

A&D INSTRUMENTS INDIA PRIVATE LIMITED 本 社 インド

A&D Europe GmbH 本 社 ドイツ

A&D Vietnam Limited 本 社 ベトナム

A&D Instruments Canada Inc. 本 社 カナダ

A&D SCIENTECH TAIWAN LIMITED 本 社 台湾

A&D INSTRUMENTS (THAILAND) LIMITED 本 社 タイ
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(7) 使用人の状況（2026年３月31日現在）

企業集団の使用人の状況

セ グ メ ン ト 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

半 導 体 関 連 115名 22名減

計 測 ・ 計 量 機 器 1,158 38名増

医 療 ・ 健 康 機 器 1,153 24名増

全 社 （共 通 ) 54 2名増

合 計 2,480 42名増

(8) 主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 2,310百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,895

株 式 会 社 足 利 銀 行 1,727

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,649

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,215

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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2. 会社の現況
(1) 株式の状況（2026年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 普通株式 40,000,000株

② 発行済株式の総数 普通株式 27,845,208株

③ 株主数 7,495名

④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口) 3,997千株 14.42％

INTERTRUST TRUSTEES (CAYMAN) LIMITED SOLELY IN
ITS CAPACITY AS TRUSTEE OF JAPAN－UP

2,173 7.84

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE IEDP AIF CLIENTS
NON TREATY ACCOUNT

1,128 4.07

㈱日本カストディ銀行（信託口） 1,113 4.02

INTERTRUST TRUSTEES CAYMAN LIMITED AS TRUSTEE OF
JAPAN－UP UNIT TRUST

701 2.53

Ａ＆Ｄホロンホールディングス従業員持株会 679 2.45

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 652 2.35

㈱埼玉りそな銀行 606 2.19

MSIP CLIENT SECURITIES 595 2.15

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140044 564 2.04

(注) 1. 当社は、提出会社名義の自己株式を120千株保有しております。なお、自己株式には株式給付信託
（BBT）の導入時に設定した㈱日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式337千株を含んでお
りません。

2. 持株比率は発行済株式総数から自己株式を控除して計算しております。

⑤ 当期中に職務執行の対価として役員に交付した株式の状況

当期においては、当期中に退任した株式会社エー・アンド・デイの取締役１名および執

行役員１名、ならびに株式会社ホロンの取締役１名の計３名に対し、職務執行の対価とし

て、株式報酬制度に基づく株式報酬13,700株を交付しております。

⑥ その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。
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(2) 新株予約権等の状況

当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況（2026年３月

31日現在）

2005年６月28日開催定時株主総会決議による新株予約権（旧商法第280条ノ20並びに第

280条ノ21の規定に基づきストック・オプションとして発行した新株予約権）

新 株 予 約 権 の 数 254個

新株予約権の目的である株式の種類及び数 普通株式 25,400株

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 無償

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 １株当たり 1円

新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本組入額 １株当たり 1円

新 株 予 約 権 を 行 使 す る こ と が で き る 期 間
2005年９月１日から
2035年８月31日まで

新 株 予 約 権 の 行 使 の 条 件

・対象者は、当社の役員（取締役又は監査役）を退
任したときに限り、新株予約権を行使することが
できる。ただしこの場合、対象者は、役員を退任
した日の翌日（以下「権利行使開始日」という。）
から当該権利行使開始日より10日を経過する日ま
での間に限り、新株予約権を行使することができ
る。ただし、新株予約権の一部又は１個の新株予
約権の一部を行使することはできない。

・譲渡するときは当社取締役会の承認を要し、権利
の質入れ、若しくはその他一切の処分をすること
ができない。

・対象者が死亡した場合、対象者の相続人のうち、
対象者の配偶者、子、一親等以内の直系尊属に限
り新株予約権を行使することができる。ただし、
相続人は、当該役員が死亡した日の翌日から３ヵ
月を経過する日までの間に限り、新株予約権を行
使することができる。

・その他の権利行使の条件は、株主総会決議及び取
締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を
受けた者との間で締結する新株予約権割当契約の
定めるところによる。

当 社 役 員 の 保 有 状 況
取 締 役

保有者数 １人
新株予約権の数 254個
目的である株式の数 25,400株

監 査 役 ―
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(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。

(4) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（2026年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役
執 行 役 員 社 長

森 島 泰 信 株式会社エー・アンド・デイ 代表取締役

取 締 役
執行役員副社長

張 皓 株式会社ホロン 代表取締役社長

取 締 役
常 務 執 行 役 員

高 橋 浩 二
事業管理部長兼経営企画部担当兼総務部担当兼経理部担当
株式会社エー・アンド・デイ 取締役

取 締 役 大 聖 泰 弘

取 締 役 重 光 文 明 株式会社ホロン 監査役

取 締 役 ルディー和子 ウィトン・アクトン株式会社 代表取締役

取 締 役 上 出 邦 郎

常 勤 監 査 役 相 良 康 博 株式会社エー・アンド・デイ 監査役

監 査 役 近 藤 直 生
弁護士法人大江橋法律事務所 パートナー
株式会社アイビス 取締役（監査等委員）
株式会社トクヤマ 取締役（監査等委員）

監 査 役 小 林 茂 夫
小林茂夫公認会計士事務所 代表
ゼロス有限責任監査法人 パートナー

(注) 1. 2025年６月25日開催の第48回定時株主総会において、上出邦郎氏が取締役に、小林茂夫氏が監査役
に新たに選任され、就任いたしました。

2. 2025年６月25日開催の第48回定時株主総会の終結の時をもって、梅澤英雄氏は監査役を任期満了に
より退任いたしました。

3. 取締役大聖泰弘、重光文明、ルディー和子及び上出邦郎の４氏は社外取締役であります。なお、当
社は４氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

4. 監査役近藤直生及び小林茂夫の両氏は社外監査役であります。なお、当社は両氏を東京証券取引所
の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

5. 監査役小林茂夫氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有
しております。

② 事業年度中に辞任した取締役及び監査役

該当事項はありません。
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③ 責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定により、同法第

425条第１項に規定する最低責任限度額を損害賠償の限度とした責任限定契約を締結して

おります。

④ 役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約の内容の概要

当社は、取締役及び監査役を被保険者として、役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約

を締結しており、取締役等が業務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害等を

填補することとしております。保険料は全額会社が負担しております。故意又は重過失に

起因する損害賠償請求は上記保険契約により填補されません。

⑤ 取締役及び監査役の報酬等の総額

イ 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等に関する事項

当社は、役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針について、2024年

６月25日開催の当社取締役会において下記の通り変更することを決定いたしました。

ａ．報酬方針

当社の取締役の報酬等は、以下の考え方に基づき制度設計しております。

ⅰ プライム上場企業に求められる合理性の高い報酬制度

・企業価値向上のメリット・下落のリスクを投資家と共有する株式報酬

・事業会社ごとの業績の特性に合ったインセンティブづけとなる業績連動報酬

ⅱ グループのガバナンス強化につながる報酬制度

・当社グループ役員の役割・職責に見合う水準を備えた報酬制度

ｂ．報酬水準

当社の取締役の報酬等の水準は外部専門機関の調査による他社水準を参考に設定し

ております。

ｃ．報酬の構成と概要

当社は、役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針及び役員報酬制

度について、指名・報酬諮問委員会で審議し取締役会で決定しております。具体的に

は、当社グループの取締役執行役員の報酬は、「基本報酬」と、各社ごとの業績に連

動する「業績連動報酬」、及び中長期的な業績の向上を目的とする「株式報酬」で構

成されております。
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一方、当社の社外取締役及び監査役の報酬は、その職務に鑑み「基本報酬」のみと

しております。

なお、「役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針」の決定権限を

有する者は取締役会であり、指名・報酬諮問委員会の答申に基づき決定します。

ⅰ 基本報酬

取締役の「基本報酬」は、株主総会で決議された報酬月額の範囲内で取締役の

職責及び実績等に基づき取締役会で決定されます。なお、当社の役員の報酬等の

額またはその算定方法の決定に関する方針の決定権限を有する者は取締役会であ

り、取締役会より一任された代表取締役社長森島泰信が株主総会で決議された報

酬総額の範囲内において、担当職務及び成果、貢献度等を総合的に勘案し、指

名・報酬諮問委員会の答申に基づき決定します。なお、代表取締役社長に委任し

た理由は、当社グループの経営状況や外部環境等を最も熟知し、総合的に役員報

酬額を決定できると判断したからであり、第三者による適切な監督を行うため指

名・報酬諮問委員会における審議の結果に基づき決定されております。また、取

締役会としてもその審議結果を尊重し、決定方針に沿うものであると判断してお

ります。

取締役の基本報酬の報酬限度額は、2013年６月25日開催の第36回定時株主総会

において月額2,000万円以内と決議されており、当該定時株主総会終結時点の取締

役の員数は８名（うち、社外取締役は０名）でした。また、監査役の基本報酬の

報酬限度額は、2006年６月28日開催の第29回定時株主総会において月額300万円以

内と決議されており、当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３名でした。

ⅱ 業績連動報酬制度

「業績連動報酬」は、株主総会で決議された支給総額を上限として業績連動報

酬を損金経理する前の連結親会社株主に帰属する当期純利益（以下、「連結当期純

利益」という。）の期初に公表する業績予想値（目標値）に対する達成率、および

連結営業利益の対前年度比率によって決定いたします。連結当期純利益の達成率

と連結営業利益の対前年度比率を業績指標として選定した理由は、毎期の利益水

準向上による企業価値向上を目標としており、そのための業績指標として適当と

判断したためです。業績連動報酬の支給総額は、2007年６月27日開催の第30回定
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時株主総会において５億円以内と決議されており、当該定時株主総会終結時点の

取締役の員数は７名でした。また、配分方法の決定は、2018年６月26日開催の第

41回定時株主総会において取締役会に一任されることが決議されており、当該定

時株主総会終結時点の取締役の員数は８名（うち、社外取締役は２名）でした。

業績連動報酬については当社及び株式会社エー・アンド・デイ（以下、「Ａ＆Ｄ」

という。）の両社において同様の制度を設けておりましたが、当社での制度運用は

行わず、Ａ＆Ｄにおいて実施する旨を当社取締役会にて決議しておりました。こ

れを変更し、2024年４月26日開催の当社取締役会で下記の通り制度を見直した上

で運用を開始する旨を決議しました。なお、当該取締役会後の定時株主総会終結

時点の取締役の員数は６名（うち、社外取締役は３名）でした。

１．計算方法 業績連動報酬は、各事業年度の連結当期純利益の目標値に対す

る達成率と連結営業利益の対前年度比率に応じて、原則として

基準報酬額に対して55％から150％の範囲で算出された額を賞与

として毎年、一定の時期に支給します。

２．支給対象者 事業年度末に在籍する取締役で業務執行役員に該当する者

３．支給時期 定時株主総会にて決算数値確定後１ヵ月以内に一括支給

なお、第49期（2025年４月１日～2026年３月31日）の支給につきましては、そ

の指標となる業績連動報酬を損金経理する前の連結当期純利益は6,154百万円、及

び連結営業利益は9,422百万円でありました。

ⅲ 株式報酬制度

「株式報酬」は、取締役の報酬と当社の業績および株式価値との連動性をより

明確にし、取締役が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも

株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献す

る意識を高めることを目的として、2016年６月23日開催の第39回定時株主総会に

おいて本制度導入について決議されており、当該定時株主総会終結時点の取締役

の員数は８名（うち、社外取締役は１名）でした。本制度は、株式報酬制度とし

て「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」を採用しております。なお、

2022年４月１日付の持株会社体制への移行に伴い「株式報酬」については完全子

会社であるＡ＆Ｄへ承継しておりましたが、2024年６月25日開催の第47回定時株

主総会において、下記の通り制度を見直した上で新たに制度を導入する旨を決議

しました。また、当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は６名（うち、社外
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取締役は３名）でした。

１．株式報酬制度の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制

度に基づき設定される信託を「本信託」という。）を通じて取得され、本制度

の対象者に対して、当社及び当社子会社が定める役員株式給付規程（以下、

「本規程」という。）に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額

相当の金銭（以下、「当社株式等」という。）が本信託を通じて給付される業

績連動型株式報酬制度です。なお、本制度の対象者が当社株式等の給付を受

ける時期は、原則として本制度の対象者の退任時となります。

２．本制度の対象者

当社の取締役のうち業務執行取締役に該当する者（社外取締役及び非居住

者を除きます。）及び執行役員（非居住者を除きます。）並びに当社子会社

（株式会社エー・アンド・デイ、株式会社ホロン）の取締役のうち業務執行取

締役に該当する者（社外取締役及び非居住者を除きます。）及び執行役員（非

居住者を除きます。）（以下、「取締役等」という。）

３．取締役等に給付される当社株式等の数の算定方法とその上限

取締役等には、各事業年度における役位及び会社の業績達成度等に応じて

定まる数のポイントが付与されます。

取締役等に付与されるポイントは、当社株式等の給付に際し、１ポイント

当たり当社普通株式１株に換算されます（ただし、当社株式について、株式

分割、株式無償割当て又は株式併合等が行われた場合には、その比率等に応

じてポイント数の上限及び付与済みのポイント数又は換算比率について合理

的な調整を行います。）。

また、取締役等に付与される１事業年度当たりのポイント数の合計は、８

万ポイント（うち、当社の取締役分として３万ポイント）を上限とします。

これは、現在の当社及び当社子会社の役員報酬の支給水準、取締役等の員数

の動向と今後の見込み等を総合的に勘案して決定したものであり、相当であ

るものと判断しております。なお、取締役等に付与される１事業年度当たり

のポイント数の上限に相当する株式に係る議決権数800個の発行済株式総数に

係る議決権数276,600個（2026年３月31日現在）に対する割合は約0.29％であ
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ります。

４．当該ポイントの算定の基礎として選定した業績指標の内容及び選定した理由

株式報酬の算定の基礎として選定した業績指標の内容は営業利益(連結)の

目標達成率及び売上高営業利益率対前年度比率(連結)であります。

営業利益の目標達成率及び売上高営業利益率対前年度比率を業績指標とし

て選定した理由は、持続的な企業価値向上の実現のための効率性と成長性を

表す指標として適当と判断したためです。

なお、当事業年度のポイント付与に係る指標の目標及び実績は、「営業利益

目標達成率」は目標9,500百万円に対して、実績9,422百万円で、達成率99.2%

でした。「売上高営業利益率対前年度比率」は前事業年度実績13.7%に対し、

当事業年度実績13.6%で達成率99.4%でした。

ロ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 業績連動報酬 株式報酬

（非金銭報酬等）

取締役
(うち社外取締役)

257
(24)

154
(24)

96
(－)

6
(－)

7
(4)

監査役
(うち社外監査役)

29
(13)

29
(13)

－
(－)

－
(－)

4
(3)

合 計
287
(37)

183
(37)

96
(－)

6
(－)

11
(7)

(注) 1. 上記には2025年６月25日付で退任した監査役１名が含まれております。
2. 上記の他、取締役（社外取締役を除く。）３名に当社子会社からの株式報酬として６百万円を計上

しております。
3. 上記の他、社外取締役１名に当社子会社からの役員報酬として８百万円を計上しております。

⑥ 社外役員に関する事項

取締役

イ 他の法人等の重要な兼職の状況及び当該他の法人等との関係

取締役重光文明氏は、当社子会社である株式会社ホロンの監査役であります。

取締役ルディー和子氏は、ウィトン・アクトン株式会社代表取締役を兼務しておりま

す。なお、当社と兼職先との間には、重要な取引その他の関係はありません。
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ロ 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

ハ 当事業年度における主な活動状況

ａ 取締役会への出席状況

取 締 役 会

出席回数(回) 出 席 率(％)

取締役 大 聖 泰 弘 16／17 94.1

取締役 重 光 文 明 16／17 94.1

取締役 ルディー和子 17／17 100.0

取締役 上 出 邦 郎 14／14 100.0

（注) 上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款第26条の規定に基づき、
取締役会の決議があったものとみなす書面決議が１回ありました。

ｂ 取締役会における発言状況

社外取締役大聖泰弘氏は、大学教授としての豊富な経験と幅広い見識を活かし、取

締役会において専門的な見地から適宜質問をし、助言・提言を行っております。

社外取締役重光文明氏は、企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識をもとに、

取締役会の決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

社外取締役ルディー和子氏は、マーケティング論の専門家としての豊富な経験と幅

広い見識をもとに、取締役会の決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を

行っております。

社外取締役上出邦郎氏は、事業会社における豊富な経験および海外事業に関する知

見を活かし、取締役会の決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行って

おります。

ｃ 社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役は取締役会における助言・提言を通して、独立した客観的な立場からの

経営の監督ならびに利益相反等の監督を行うとともに、任意の指名・報酬諮問委員会

においては、大聖泰弘氏は委員長として、重光文明氏及びルディー和子氏は委員とし

て取締役候補者及び役員報酬の妥当性・適正性について審議を行い、取締役会に対し

て答申を行いました。
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監査役

イ 他の法人等の重要な兼職の状況及び当該他の法人等との関係

監査役近藤直生氏は、弁護士法人大江橋法律事務所パートナー、株式会社アイビス取

締役（監査等委員）及び株式会社トクヤマ取締役（監査等委員）を兼務しております。

なお、当社と兼職先との間には、重要な取引その他の関係はありません。

監査役小林茂夫氏は、小林茂夫公認会計士事務所代表及びゼロス有限責任監査法人パ

ートナーを兼務しております。なお、当社と兼職先との間には、重要な取引その他の関

係はありません。

ロ 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

ハ 当事業年度における主な活動状況

ａ 取締役会及び監査役会への出席状況

取 締 役 会 監 査 役 会

出席回数(回) 出 席 率(％) 出席回数(回) 出 席 率(％)

監査役 近 藤 直 生 16／17 94.1 11／12 91.7

監査役 小 林 茂 夫 14／14 100.0 10／10 100.0

（注) 上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款第26条の規定に基づき、取締役会の決
議があったものとみなす書面決議が１回ありました。

ｂ 取締役会及び監査役会における発言状況

各社外監査役は、取締役会においては議案審議等に必要な発言を適宜行い、監査役

会においては監査の方法その他監査役の職務の執行に関する事項についての意見の表

明を行いました。

社外監査役近藤直生氏は、弁護士としての専門的な見識に基づき、取締役会の意思

決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行いました。

社外監査役小林茂夫氏は、公認会計士としての専門的な見識に基づき、取締役会の

意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行いました。
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(5) 会計監査人の状況

① 名 称 有限責任 あずさ監査法人

② 報酬等の額

支 払 額

・当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 72百万円

・当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額

72百万円

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬を区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査人としての報酬
等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、前
事業年度の監査実績の分析・評価結果や、それを踏まえた当事業年度の監査計画における監査時間･
配員計画及び報酬額の見積りの相当性などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会
社法第399条第1項の同意を行っております。

3. 当社の重要な子会社のうち、株式会社ホロン、A&D ENGINEERING, INC.、愛安徳電子（深圳）有限公
司、A&D RUS CO.,LTD.は、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の監査を受けておりま
す。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定方針

当社監査役会が、会社法第340条に定める解任事由及びこれに準ずる事由に該当すると

判断した場合は、会計監査人を解任又は不再任することとしております。

④ 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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(6) 業務の適正を確保するための体制

① 当社及び子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

(1) 「Ａ＆Ｄホロングループ倫理憲章」を制定し、法令遵守と社会倫理の遵守を企業活動

の原点とする。

(2) 当社は取締役会が任命したコンプライアンス担当役員を委員長とするコンプライアン

ス体制を推進する機関としてコンプライアンス委員会を設置し、当社グループにおける

コンプライアンスの徹底を図る。

(3) 監査役会及び内部監査部は連携し、法令及び社内規程等の遵守体制や有効性を監査

し、適正性の確保に努める。

(4) 財務報告については、当社グループの財務情報の信頼性を確保するための適正な内部

統制システムを整備し、運用する。

(5) 反社会的勢力や団体との一切の関係を排除し、それらからの要求も断固として拒否す

る体制を整備する。

(6) 不正行為等に対する内部通報制度を整備し、問題の未然防止、早期発見並びに早期解

決に努める。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る文書は、法令及び社内規程に従い文書又は電磁的媒体に記録

し、適切に管理する。これらの文書を取締役及び監査役はいつでも閲覧可能な状態とす

る。

③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

全社的なリスク管理推進に関わる課題を審議するためサステナビリティ委員会を設置す

るとともに「リスク管理規程」に基づき総括管理を行い、各部門はそれぞれのリスクを管

理するための体制を構築する。

④ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 当社は、執行役員制度を採用し、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離

し、それぞれの機能の強化及び効率化を図る。

(2) 当社及び子会社は職務分掌・職務権限・業務運営手続等を社内規程により整備し、そ

の適切な運営に努める。
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(3) 内部監査部は当社及び子会社の内部監査を実施し、必要に応じて業務の是正・改善等

を提言し、当社グループの効率的な業務を推進する。

⑤ 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体制

子会社は「関係会社管理規程」に基づき職務の執行を管理し、各担当部門又は経営企画

部が定期又は随時に事業状況等の報告を受ける他、重要事項については当社取締役会に報

告する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項

(1) 監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合、必要に応じて監査を補助する能

力と知識を備えた、専任又は兼任の使用人を置くこととし、その指名については取締役

と監査役の協議によって決定する。

(2) 監査役業務を補助すべき期間における当該使用人への指揮権は、監査役に委譲された

ものとみなし、取締役又はその他の使用人からの指揮命令には服さないものとする。

⑦ 当社の監査役への報告に関する体制

当社及び子会社の取締役及び使用人は、会社に重要な損失を与える事項が発生又は発生

する恐れがあるとき、あるいは違法又は不正な行為を発見したときは直ちに監査役に報告

し、監査役が報告を求めた場合は速やかにこれに応じる。また、これらの報告をした者に

対し、報告したことを理由に不利な取り扱いを行うことを禁止する。

⑧ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 当社は、監査役にその職務執行に伴い前払い等の費用が生じたときは、その請求に基

づき速やかに該当費用又は債務の支払いを行う。

(2) 監査役は、重要な意思決定プロセスや業務執行状況を把握するため、会社の重要会議

に出席するとともに、業務執行に関する文書を閲覧し、必要に応じて取締役又は使用人

に説明を求めることができる。

(3) 監査役は、内部監査部及び会計監査人と情報交換を行い、必要に応じて相互に連携を

取る。

⑨ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方と体制

当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは断固
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として対決し、これらの勢力や団体からの要求に対しては毅然たる態度で臨んでおりま

す。その旨を「Ａ＆Ｄホロングループ倫理憲章」に定め、当社グループ役職員全員に周知

徹底するとともに、平素より関係行政機関などからの情報収集に努め、事案の発生時には

関係行政機関や法律の専門家と緊密に連絡を取り、速やかにかつ適正に対処できる体制を

構築しております。

(7) 内部統制システムの運用状況の概要

① 内部統制システム全般

当社及び子会社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の内部監査部門がモニ

タリングし、改善を進めております。また、内部監査部門は金融商品取引法に基づく「財

務報告に係る内部統制の有効性の評価」を実施し、取締役会へ報告を行っております。

② コンプライアンス

内部通報窓口を設置し、適宜通報・相談ができる体制を整え、当社グループ全役職員に

周知することで、当社グループ内の問題の早期発見と改善に努めております。

③ リスク管理

リスク管理規程に基づきサステナビリティ委員会を年２回開催し、規程で定められた各

リスクの管理状況について報告を行い、当社グループの企業リスクのモニタリングを継続

しております。

④ 取締役の職務の執行

当事業年度の取締役会は17回（書面決議を含まない。）開催され、法令及び定款の規定

により取締役会の決議を要する重要事項を審議・決定するとともに、取締役の職務の執行

を監督しております。

⑤ 監査役の職務の執行

監査役は、監査役全員による取締役会への出席の他、重要な会議への出席及び決裁書類

等重要書類の閲覧を通じて取締役の職務の執行の監査を行うとともに、会計監査人及び内

部監査部との「三者会議」での情報交換及び意見交換を通じて、当社グループ全体の内部

統制システム全般のモニタリングを行っております。
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
(注) 本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(2026年３月31日現在)
(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及び契約資産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

工 具、 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

使 用 権 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

退 職 給 付 に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

55,292

13,758

19,086

11,153

3,867

5,755

1,820

△148

19,984

14,606

6,067

501

1,018

5,886

240

618

273

1,543

146

0

1,324

70

3,835

357

979

1,762

737

△2

流 動 負 債 23,149
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 3,500

短 期 借 入 金 10,447

１年内返済予定の長期借入金 1,194

リ ー ス 債 務 439

未 払 法 人 税 等 1,206

契 約 負 債 855

賞 与 引 当 金 1,448

製 品 保 証 引 当 金 283

計 量 法 関 連 損 失 引 当 金 419

そ の 他 3,352

固 定 負 債 2,550

長 期 借 入 金 174

リ ー ス 債 務 496

繰 延 税 金 負 債 6

製 品 保 証 引 当 金 29

退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,101

役 員 株 式 給 付 引 当 金 259

資 産 除 去 債 務 36

そ の 他 445

負 債 合 計 25,700

純 資 産 の 部

株 主 資 本 47,809

資 本 金 6,388

資 本 剰 余 金 8,345

利 益 剰 余 金 33,507

自 己 株 式 △432

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 1,671

その他有価証券評価差額金 62

為 替 換 算 調 整 勘 定 1,059

退職給付に係る調整累計額 549

非 支 配 株 主 持 分 96

純 資 産 合 計 49,577

資 産 合 計 75,277 負 債 及 び 純 資 産 合 計 75,277
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連 結 損 益 計 算 書

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 69,326

売 上 原 価 37,875

売 上 総 利 益 31,451

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 22,241

営 業 利 益 9,209

営 業 外 収 益

受 取 利 息 547

受 取 配 当 金 34

為 替 差 益 153

受 取 地 代 家 賃 62

そ の 他 71 869

営 業 外 費 用

支 払 利 息 299

過 年 度 関 税 等 249

そ の 他 60 609

経 常 利 益 9,470

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 6 6

特 別 損 失

計 量 法 関 連 損 失 引 当 金 繰 入 額 552

横 領 損 失 243

固 定 資 産 売 却 損 0

固 定 資 産 除 却 損 9

投 資 有 価 証 券 評 価 損 0 806

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 8,669

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,700

法 人 税 等 調 整 額 21 2,722

当 期 純 利 益 5,947

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 23

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 5,923
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連結株主資本等変動計算書

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 6,388 8,345 28,831 △446 43,119

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,247 △1,247

親会社株主に帰属する当期純利益 5,923 5,923

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 14 14

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 4,675 14 4,689

当 期 末 残 高 6,388 8,345 33,507 △432 47,809

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 34 △493 49 △408 86 42,797

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,247

親会社株主に帰属する当期純利益 5,923

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 14

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額(純額) 27 1,552 499 2,079 9 2,089

連結会計年度中の変動額合計 27 1,552 499 2,079 9 6,779

当 期 末 残 高 62 1,059 549 1,671 96 49,577
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Ⅰ．連結注記表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 17社

主要な連結子会社

㈱エー・アンド・デイ

㈱A＆Dマニュファクチャリング

㈱ベスト測器

㈱ホロン

A&D ENGINEERING,INC.

愛安徳電子（深圳）有限公司

A&D RUS CO.,LTD.

当連結会計年度において、A&D ENGINEERING, INC.と合併したA&D Technology Inc.を連結の範囲から除

外しております。

(2) 主要な非連結子会社

A&D TRADING（HK）COMPANY LIMITED

A&D INSTRUMENTS (THAILAND) LIMITED

(連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社の数 －社

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

持分法を適用していない非連結子会社（A&D TRADING（HK）COMPANY LIMITED、A&D INSTRUMENTS

(THAILAND) LIMITED）は当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた

め持分法の適用範囲から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち愛安徳電子（深圳）有限公司、A&D RUS CO.,LTD.及び愛安徳技研貿易（上海）有限公司

の決算日は12月31日であります。

なお、連結計算書類の作成に当たっては、３月31日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用してお

ります。

4. 会計方針に関する事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株

式等以外のもの

……時価法を採用しております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定しております。）

市場価格のない株

式等

……移動平均法に基づく原価法を採用しております。

2026年05月25日 20時26分 $FOLDER; 42ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 42 ―

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、原材料、仕掛品

…………………………主として総平均法（仕掛品の一部は個別法）による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

貯蔵品 …………………最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）を採用しております。

(3) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産及び使用権資産を除く）

…………………………当社及び国内連結子会社は主として定率法、在外連結子会社は主として定額法

を採用しております。

（ただし、当社及び国内連結子会社は1998年４月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）、並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物については定額法によっております。）

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ２～17年

工具、器具及び備品 ２～20年

無形固定資産（リース資産を除く）

…………………………商標権については、見込有効期間（15年）に基づく均等償却によっておりま

す。

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法により、市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売収益

（見込有効期間３～５年）に基づく償却方法によっております。

上記以外の無形固定資産については、定額法によっております。

リース資産 ……………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めのあるものに

ついては、当該残価保証額）とする定額法を採用しております。

使用権資産 ……………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4) 引当金の計上基準

貸倒引当金 ……………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

賞与引当金 ……………従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計

上しております。

製品保証引当金 ………製品の無償補修費用の支出に備えるため、売上高に対する過去の支出割合に基

づき必要額を計上しております。

役員株式給付引当金……役員株式給付規程に基づく役員に対する当社株式の給付に備えるため、当連結

会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

計量法関連損失引当金……計量法に基づく是正措置に関する支出に備えるため、今後発生が見込まれる費

用を合理的に見積り計上しております。
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(5) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法

…………………………退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間

に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

…………………………過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理しております。

小規模企業等における簡便法の採用

…………………………一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給

付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適

用しております。

(6) 収益及び費用の計上基準

①主要な事業における顧客との契約に基づく主な義務の内容

当社グループでは、半導体関連事業、計測・計量機器事業及び医療・健康機器事業における製品の

販売、当該製品の設置、据付等を履行義務としております。

②企業が当該履行義務を充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)

製品又は商品の販売については、出荷時から当該製商品の支配が顧客に移転される時までの期間が

通常の期間である場合には出荷時点において収益を認識しております。

また、海外顧客へ輸出する場合においては、主に船積みを行った時点において顧客に支配が移転し

たと判断しており、収益を認識する時点としております。

但し、製品の販売及び設置据付において、顧客による検収時又は引渡時に履行義務が充足されると

判断したものについては、当該時点に顧客に支配が移転したと判断し、収益を認識しております。

なお、一部の連結子会社においては、一定の期間にわたり充足される履行義務について、履行義務

の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。

(7) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合には

振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を採用しておりま

す。

(8) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。

(9) 「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」の適用

当社及び国内連結子会社はグループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の

会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税及び地

方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。
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(会計上の見積りに関する注記)

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計

年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性のあるものは次のとおりであります。

棚卸資産

当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

科 目 名 金額(百万円)

商 品 及 び 製 品 11,153

仕 掛 品 3,867

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 5,755

棚 卸 資 産 計 20,776

この棚卸資産は評価損を控除した後の金額でありますが、当該評価損の主要な金額は当社の連結子会社で

ある株式会社エー・アンド・デイが保有する棚卸資産に係る評価損となっております。

同社は、グループの営業、製造及び研究開発活動の中心拠点であり、多品種かつ多量の製品、原材料及び

仕掛品等の棚卸資産を保有しております。そのため、個別受注品を除く同社が保有する棚卸資産は評価損が

多額になる傾向にあります。

当社グループでは、個別受注品を除く棚卸資産は、過去の販売実績や払出実績に基づいて、収益性の低下

の事実を反映するように、帳簿価額の切り下げを行っております。この棚卸資産に関する評価損は、過去の

販売実績や払出実績に基づき将来の状況を見込んで見積っております。そのため将来の販売、払出及び廃棄

の状況が見積りの前提と異なる結果となった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、棚卸資産に重

要な影響を与える可能性があります。

2026年05月25日 20時26分 $FOLDER; 45ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 45 ―

(追加情報)

（取締役等に対する株式給付信託）

当社の取締役のうち業務執行取締役に該当する者（社外取締役及び非居住者を除く。）及び執行役員（非居

住者を除く。）並びに当社子会社（株式会社エー・アンド・デイ、株式会社ホロン）の取締役のうち業務執行

取締役に該当する者（社外取締役及び非居住者を除く。）及び執行役員（非居住者を除く。）（以下「取締役

等」という。）に対する株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」（以下「本制度」という。）を導入し、「従業員

等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26

日）を準用しております。

① 取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役等に対して当社

及び当社子会社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を退任日時点の時価で換算し

た金額相当の金銭が、信託を通じて給付される業績連動型の株式報酬制度です。

② 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に

自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、当連結会計年度末において

359百万円、337千株であります。

③ 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

該当事項はありません。

(連結貸借対照表に関する注記)

1. 受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、「（収益認識

に関する注記） 3.（1）契約資産及び契約負債の残高等」に記載しております。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 17,752百万円

3. 担保提供資産

担保資産の内容及びその金額

建物及び構築物 1,537百万円

土地 2,723百万円

担保に係る債務の金額

短期借入金 5,245百万円

１年内返済予定の長期借入金 961百万円

4. 財務制限条項

当連結会計年度末の借入金残高のうち5,800百万円には、財務制限条項が付されております。なお、契

約毎に条項は異なりますが、主なものは以下のとおりです。

①各年度の決算期末日の連結及び単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、前年度末の75％以上

に維持すること。

②各年度の決算期において連結及び単体の損益計算書における経常損益を損失にしないこと。
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(連結損益計算書に関する注記)

1. 計量法関連損失引当金繰入額

当社の連結子会社株式会社エー・アンド・デイによる計量法第49条「検定証印の除去義務」違反に対

し、2025年９月30日に公表した是正措置および再発防止策に基づき、発生が見込まれる是正対策費用552

百万円を引当金繰入額として特別損失に計上しております。

2. 横領損失

当社韓国の連結子会社A&D SCALES CO., LTD.において、資金管理上不適切な支出が行われていた事案が

判明したことから、当連結会計年度に発生した損害額243百万円を特別損失として計上しております。

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

発 行 済 株 式

普 通 株 式 27,845,208株 －株 －株 27,845,208株

自 己 株 式

普 通 株 式 471,447株 140株 13,700株 457,887株

(注) 1.自己株式には、役員株式給付信託制度の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所

有している普通株式337,700株が含まれております。

2.自己株式の増加は、単元未満株式の買取り140株によるものであります。

3.自己株式の減少は、役員株式給付信託制度における株式の交付及び売却13,700株によるものでありま

す。

2. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年６月25日
定時株主総会

普通株式 554 20.00 2025年３月31日 2025年６月26日

2025年11月７日
取 締 役 会

普通株式 693 25.00 2025年９月30日 2025年12月４日

(注) 2025年６月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金7

百万円が、2025年11月７日取締役会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配

当金8百万円が、それぞれ含まれております。
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年６月25日
定時株主総会

普通株式 831 利益剰余金 30.00 2026年３月31日 2026年６月26日

(注) 配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金10百万円が含まれております。

3. 当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の種類及び数

普通株式 25,400株

(金融商品に関する注記)

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に経常運転資金について銀行借入により調達しております。一時的な余資は安定性

の高い金融資産で運用し、また、デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用し、投機的

な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに事

業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は為替の変動リスクに晒されておりますが、外

貨建ての債務のネットしたポジションについて注視し、ポジションが大幅に偏った場合等には先物為替予

約を利用してヘッジしております。投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する

株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、その一部には外貨建て

のものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、概ね外貨建ての債権残高の範囲内にあります。

社債、借入金及びリース債務は、主に経常的な企業活動に必要な資金の調達を目的としたものであり、償

還日は決算日後、概ね５年以内であります。このうち一部は、外貨建て債権の為替変動リスクをヘッジす

る目的で外貨建てのものがあります。また、このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒

されております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とし

た先物為替予約取引、借入金及び社債に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利

スワップ取引であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権について、売掛債権管理規程等に従い、営業管理部門が中心となって与信

状況を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

満期保有目的の債券は、経理規程及び有価証券管理規程等に従い、金額及び投資対象を限定して運用

することとしているため、信用リスクは限定的であります。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社の一部の連結子会社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動
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リスクに対して、必要と認める場合には先物為替予約を利用してヘッジを行います。なお、為替相場の

状況により、原則として３ヶ月を限度として、輸出に係る予定取引により確実に発生すると見込まれる

外貨建ての営業債権に対する先物為替予約を行っております。

また、当社及び一部の連結子会社は、借入金及び社債に係る支払金利の変動リスクを抑制するため必

要と認めるときは金利スワップ取引を利用します。

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を見直

しております。

デリバティブ取引については、取引権限や範囲等を定めたデリバティブ取引管理規程に基づき、半年

ごとに取締役会に報告し、経理部において管理を行っております。連結子会社についても、同様のデリ

バティブ取引管理規程により、管理を行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動

性を維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。連結子会社についても、同様の管理

を行っております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することがあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項

2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

連結貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

（1）長期借入金（１年内返済予定を含む） 1,369 1,398 29

負債計 1,369 1,398 29

(注) 1.「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」については、現金

であること及び短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから記載を省略し

ております。

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により

算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
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時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内返済予定を含む） － 1,398 － 1,398

負債計 － 1,398 － 1,398

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金（１年内返済予定を含む）

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引

現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

(収益認識に関する注記)

1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

報 告 セ グ メ ン ト
合 計
(百万円）半導体関連事業

(百万円)
計測・計量機器事業

(百万円)
医療・健康機器事業
( 百 万 円 )

半導体関連 11,114 － － 11,114

計 測 機 器 － 2,093 － 2,093

計 量 機 器 － 21,098 － 21,098

ＤＳＰ機器 － 8,353 － 8,353

医 療 機 器 － － 5,042 5,042

健 康 機 器 － － 21,624 21,624

顧客との契約から生じる収益 11,114 31,545 26,667 69,326

外部顧客への売上高 11,114 31,545 26,667 69,326

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等) 4.会計方針に関する事項 (6）収益

及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
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3.顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計

年度において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に

関する情報

(1)契約資産及び契約負債の残高等

当連結会計年度
(百万円)

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 16,209

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 18,447

契約資産(期首残高) 358

契約資産(期末残高) 639

契約負債(期首残高) 901

契約負債(期末残高) 855

契約資産は、主に計測・計量機器事業において、進捗度の測定に基づいて認識した収益にかかる未請求売

掛金であり、顧客の検収時に顧客との契約から生じた債権に振替えられます。契約負債は主に顧客からの前

受金であり、収益の認識に伴い取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は757百万円であ

ります。

(2)残存履行義務に配分した取引価格

残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

なお、当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用

し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。

当連結会計年度
(百万円)

１年以内 2,966

１年超２年以内 919

２年超３年以内 5

３年超 0

合計 3,891

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 1,806円70銭

2. １株当たり当期純利益 216円33銭

(重要な後発事象に関する注記)

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表

(2026年３月31日現在)
(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

未 収 入 金

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工 具、 器 具 及 び 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

3,122

903

151

15

149

1,900

2

34,758

3,240

584

159

1

0

2,495

59

45

14

31,458

140

30,601

645

72

△1

流 動 負 債 11,113

短 期 借 入 金 9,032

関 係 会 社 短 期 借 入 金 1,600

１年内返済予定の長期借入金 87
未 払 金 238
未 払 法 人 税 等 21

そ の 他 133

固 定 負 債 75

役 員 株 式 給 付 引 当 金 13

そ の 他 62

負 債 合 計 11,189

純 資 産 の 部
株 主 資 本 26,633

資 本 金 6,388

資 本 剰 余 金 11,778

資 本 準 備 金 11,197

そ の 他 資 本 剰 余 金 581

利 益 剰 余 金 8,898

利 益 準 備 金 72

そ の 他 利 益 剰 余 金 8,826

別 途 積 立 金 555

繰 越 利 益 剰 余 金 8,271

自 己 株 式 △432

評 価 ・ 換 算 差 額 等 58

その他有価証券評価差額金 58

純 資 産 合 計 26,691

資 産 合 計 37,881 負 債 及 び 純 資 産 合 計 37,881
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損 益 計 算 書

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

(単位：百万円)

科 目 金 額

営 業 収 益

経 営 指 導 料 864

ロ イ ヤ リ テ ィ ー 収 入 216

不 動 産 賃 貸 収 入 578

関 係 会 社 受 取 配 当 金 1,645 3,304

営 業 費 用

不 動 産 賃 貸 原 価 82 82

営 業 総 利 益 3,222

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 518

営 業 利 益 2,703

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 25

そ の 他 1 27

営 業 外 費 用

支 払 利 息 158

為 替 差 損 104

そ の 他 21 284

経 常 利 益 2,446

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 0

投 資 有 価 証 券 評 価 損 0 0

税 引 前 当 期 純 利 益 2,445

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 200

法 人 税 等 調 整 額 10 210

当 期 純 利 益 2,234
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株主資本等変動計算書

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 6,388 11,197 581 11,778 72 555 7,284 7,911

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,247 △1,247

当 期 純 利 益 2,234 2,234

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － － － 986 986

当 期 末 残 高 6,388 11,197 581 11,778 72 555 8,271 8,898

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △446 25,632 38 38 25,671

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,247 △1,247

当 期 純 利 益 2,234 2,234

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 14 14 14

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

19 19 19

事業年度中の変動額合計 14 1,001 19 19 1,020

当 期 末 残 高 △432 26,633 58 58 26,691
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Ⅱ．個別注記表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

……………………………移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

市場価格のない株

式等以外のもの

……時価法を採用しております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定しております。）

市場価格のない株

式等

……移動平均法に基づく原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

……………………………定率法（ただし、1998年４月１日以降、新たに取得した建物（附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については

定額法）を採用しております。

なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。

無形固定資産

……………………………自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金 …債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

役員株式給付引当金 …役員株式給付規程に基づく役員に対する当社株式の給付に備えるため、当事

業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

純粋持株会社である当社の収益は、子会社からの経営指導料、ロイヤリティー収入、不動産賃貸収入、

受取配当金となります。

経営指導料については、当社の子会社に対し経営管理・企画等の指導によるものであり、子会社との契

約に基づく契約期間にわたり経営指導を行う履行義務を負っております。そのため、契約期間にわたって

履行義務が充足されるものと判断し、契約期間にわたって収益を認識しております。

ロイヤリティー収入については、子会社との契約に基づく契約期間にわたり、商標権等を使用許諾する

履行義務を負っております。そのため、契約期間にわたって履行義務が充足されるものと判断し、契約期

間にわたって収益を認識しております。

不動産賃貸収入については、子会社との賃貸契約に基づき、不動産の賃貸を行う履行義務を負っており

ます。そのため、契約期間にわたって履行義務が充足されるものと判断し、契約期間にわたって収益を認

識しております。
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受取配当金については、配当金の効力発生日をもって認識しております。

(追加情報)

（取締役等に対する株式給付信託）

連結計算書類において同一の内容が記載されているため、記載を省略しております。

(貸借対照表に関する注記)

1. 有形固定資産の減価償却累計額 3,327百万円

2. 関係会社に対する金銭債権（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 303百万円

3. 関係会社に対する金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債務 215百万円

4. 保証債務

次の関係会社について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

A&D INSTRUMENTS LIMITED 253百万円

A&D KOREA Limited 524百万円

合計 777百万円

5. 担保提供資産

担保資産の内容及びその金額

建物 575百万円

構築物 159百万円

土地 2,164百万円

担保に係る債務の金額

短期借入金 4,865百万円

(損益計算書に関する注記)

1. 関係会社との取引高

営業取引による取引高

営業収益 3,304百万円

その他営業費用 15百万円

営業取引以外の取引による取引高 32百万円

(株主資本等変動計算書に関する注記)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

普 通 株 式 471,447株 140株 13,700株 457,887株

(注) 1.自己株式には、役員株式給付信託制度の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所
有している普通株式337,700株が含まれております。
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2.自己株式の増加は、単元未満株式の買取り140株によるものであります。
3.自己株式の減少は、役員株式給付信託制度における株式の交付及び売却13,700株によるものであります。

(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

減価償却超過額 2百万円

未払事業税 6百万円

投資有価証券評価損 15百万円

会社分割に伴う子会社株式 662百万円

関係会社株式等評価損 57百万円

減損損失 45百万円

その他 4百万円

繰延税金資産小計 794百万円

評価性引当額 △123百万円

繰延税金資産合計 671百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △25百万円

繰延税金負債合計 △25百万円

繰延税金資産の純額 645百万円

（「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」の適用）

当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関す

る取扱い」（実務対応報告第42号2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに

関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。
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(関連当事者との取引に関する注記)

子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称 住所 資本金
事業の内容
または職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当 事 者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

㈱エー・アン
ド・デイ

東京都豊島区
50

百万円

電 子 計 測
器、産業用
重量計、電
子天びん、
医療用電子
機器、試験
機 その 他
電子応用機
器の研究開
発、製 造、
販売

(所有)
直接
100.0

兼任
3名

経 営 指 導
ロイヤリティー収入
不動産の賃貸

経営指導
ロイヤリティー収入
不動産の賃貸
(注)1、2、3

768
216
578

－ －

資金の借入
資金の返済
(注)4

200
関係会
社短期
借入金

1,100

㈱A&Dマニュ
ファクチャリ
ング

茨城県下妻市
81

百万円

電 子 計 測
器、産業用
重量計、電
子天びん、
医療用電子
機器、試験
機 その 他
電子応用機
器の製造

(所有)
間接
100.0

兼任
1名

資金の貸付
資金の回収
(注)5

300
関係会
社短期
貸付金

1,700

㈱ベスト測器 京都府八幡市
20

百万円

環境計測機
器の開発、
製造、販売

(所有)
間接
100.0

兼任
1名

資金の借入

資金の借入
資金の貸付
(注)4
(注)5

－
50

関係会
社短期
借入金

関係会
社短期
貸付金

500

200

A&D KOREA
Limited

韓 国
ソウル特別市

1,000
百万韓ウォン

計測・計量
機 器、 医
療・健康機
器の販売

(所有)
間接
100.0

兼任
1名

債 務 保 証
債務保証
(注)6

524
－ －
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取引条件及び取引条件の決定方針

(注) 1. 経営指導については、業務内容を勘案し、決定しております。

2. ロイヤリティー収入については、当事者間の協議により締結した契約に基づき、決定しております。

3. 不動産の賃貸については、市場価格を勘案し、決定しております。

4. 資金の借入については、短期での反復取引のため、取引金額は当事業年度における純増減額を記載

しております。利率は市場金利を勘案して決定しております。

5. 資金の貸付については、短期での反復取引のため、取引金額は当事業年度における純増減額を記載

しております。利率は市場金利を勘案して決定しております。

6. 金融機関からの借入に対し債務保証を行っており、保証料は受領しておりません。

(収益認識に関する注記)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）（4）収益及び費用の計上基準」に記載の通りです。

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 974円61銭

2. １株当たり当期純利益 81円61銭

(重要な後発事象に関する注記)

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

2026年５月25日

株式会社Ａ＆Ｄホロンホールディングス

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

北関東事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 矢 嶋 泰 久
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 植 田 健 嗣

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社Ａ＆Ｄホロンホールディングスの2025年

４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社Ａ＆Ｄホロンホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される
規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関
する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。 以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

2026年５月25日

株式会社Ａ＆Ｄホロンホールディングス

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

北関東事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 矢 嶋 泰 久
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 植 田 健 嗣

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社Ａ＆Ｄホロンホールディングスの

2025年４月１日から2026年３月31日までの第49期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について
監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規
定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監査報告書
当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第49期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各監査役が作

成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等

及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門 その
他使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子
会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ説明を求め、意見を表明いたし
ました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任あずさ監査法人から当該内部統制の評価及び監
査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行わ
れることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審
議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告
の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。なお、財務報告に係る内部統制につい
ては、本監査報告書の作成時点において、開示すべき重要な不備はない旨の報告を取締役等及び有限責任あずさ監査法人か
ら受けております。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月26日

株式会社Ａ＆Ｄホロンホールディングス 監査役会

常 勤 監 査 役 相 良 康 博 ㊞
社 外 監 査 役 近 藤 直 生 ㊞
社 外 監 査 役 小 林 茂 夫 ㊞

以 上
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交 通：●ＪＲご利用の方は
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株主の皆様へ

当社IRサイトにて株主総会後、WEB株主通信をリリース予定です。

当社の魅力をより一層ご理解いただける内容となっております。

是非ご覧ください。

https://andholon.com/ir/library/business/
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